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原子力機構の取組状況について

第5回研究施設等廃棄物作業部会
平成21年5月12日

日本原子力研究開発機構

資料２
原子力分野の研究開発に関する委員会

研究施設等作業部会（第５回）
Ｈ２１．５．１２
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機構における埋設事業推進体制の整備
2009年2月16日付けでバックエンド推進部門から独立、

「埋設事業推進センター」を設置、要員増強。
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【埋設事業推進センターの業務】

低レベル放射性廃棄物埋設処分の
実施に係る事業計画、立地推進、施
設の設計等に係る業務
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初期建設
期間

約8年

埋設処分 操業期間
（年平均約1万本の廃棄物を埋設処分）

約50年

最終覆土
期間＊1

約3年

段階管理期間＊2

約300年

埋設事業基本スケジュール

＊1； 覆土は埋設段階毎に行われる。この３年は全ての埋設を完了させるための最終的な覆土を指す。
＊2； 段階管理期間は、トレンチ処分で50年間、ピット処分で300年間が目安とされている。

処分場設計・建設

法令基準等整備

（炉規法、RI法) 〔規制当局に検討依頼予定〕



3

廃棄体輸送

埋設設備

搬
入
ゲ
ー
ト

簡易型埋設施設

（トレンチ型埋設施設）

覆土
埋設廃棄体

○ 管理棟 ○ 受変電設備
○ 気象観測設備 ○ データ管理設備
○ 環境分析設備 ○ その他（車庫、資材倉庫等）

○ 放射線管理設備

浅地中埋設施設
（コンクリートピット型埋設施設）

埋設設備

覆土
埋設廃棄体

廃棄体保管庫

埋設処分業務の概要

廃棄体構内輸送受入・検査施設
主な設備

○ 一時貯蔵天井クレーン

○ 廃棄体検査装置

○ 廃棄体検査ライン

○ 払い出し天井クレーン

○ 一時仮置きスキッド

廃
棄
体
受
入

廃
棄
体
払
出

搬
入
ゲ
ー
ト

その他共通施設

：埋設処分業務の範囲

法律で定める技術基準に適合していることが確
認された廃棄体

・解体廃棄物
・操業廃棄物

施設

廃棄体化
処理
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埋設施設の概要
第一期事業において建設する埋設施設の規模は、廃棄体約60万本（ピット処分約22

万本、トレンチ処分約38万本）に相当する規模。
概念検討では、上記廃棄体数に対応するため、ピット17基、トレンチ17基を設置する

と想定。

トレンチ型埋設施設

ピット型埋設施設

敷地境界

一
般
公
道

廃棄体受入検査施設

廃棄体保管庫

管理棟

線量評価を考慮し、
敷地境界まで十分
な距離を確保
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ピット型埋設施設 トレンチ型埋設施設

平面図

断面図

埋設設備

廃棄体

上部覆土中間覆土

平面図

断面図

埋設設備

廃棄体

区画

埋設クレーン

埋設施設の概要

寸法は検討例
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ピット型の埋設の方法

日本原燃(株)の発表資料より引用

覆い施工

覆土

ベントナイト混合土

排水管

点検路

埋設クレーン 仮蓋

屋根

雨よけ

運搬車

①

③ ④

コンクリートポンプ車
充填材注入

②
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トレンチ型の埋設の方法
(原子力科学研究所JPDR埋設施設の事例)

③

①

④

②
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●調査の内容

◆ 放射能レベルごとの廃棄体物量(平成60年度までに発生が想定される量)
最新の規制等に関する進捗状況を勘案した共通のガイドラインに沿って以下のレベル

ごとの廃棄体量（200Lドラム缶換算）を調査。
①トレンチ、②ピット、③余裕深度

◆ 委託予定の確認
原子力機構以外の発生者については、原子力機構への処分委託の予定の確認を実施。

◆ 廃棄物に関する情報収集
以下の項目について情報を収集。

①廃棄体化処理前の廃棄物の種類
②放射能レベル区分の判断根拠
③放射性物質の種類（βγ系、α系（U、Th、TRU）、RIとの二重規制）
④施設の種類
⑤主な核種
⑥運転/解体廃棄物の種類
⑦有害物の有無等

研究施設等から発生する放射性廃棄物の調査
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●調査結果
平成60年度までに発生が想定される放射能レベルごとの廃棄体物量

200,100

11,400 

2,300

9,100

188,700

ピット

60,600520,600320,500合 計

87,500

45,100

42,400

433,100

合 計

4,400

4,400 

―

56,200

余裕深度

76,100小 計

42,800大学・民間等

33,300RI協会

他者

244,400原子力機構

トレンチ機 関

研究施設等から発生する放射性廃棄物の調査

機構
余裕深度
約5.6万本

大学・民間等
余裕深度
約0.4万本

機構
トレンチ

約24.4万本

RI協会
トレンチ

約3.3万本

大学・民間等
トレンチ

約4.3万本

トレンチ相当分
約32.1万本 機構ピット

約18.9万本

RI協会
ピット

約0.9万本

大学・民間等
ピット

約0.2万本

ピット相当分
約20.0万本

余裕深度相当分
約6.1万本

なお、上記以外に委託予定等が明確でない廃棄物が
ピット1,400本、トレンチ23,800本、余裕深度4,600本。
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事業費用の積算の考え方

総廃棄体数量の設定

建設計画、操業計画、閉鎖後管理年数等の設定

建設費 操業費 人件費

一般管理費

•施設建設費
•用地購入費
•公租公課（不動産取得税・都市計画税）

•施設操業費
•閉鎖後管理費
•公租公課（固定資産税）

•原子力機構職員人件費

•本部等管理経費

組織体制の検討

•環境調査費等設定

•公租公課（廃棄物税）

•操業管理費

•地元理解促進費設定

総 事 業 費 用

施設・設備の検討

年間廃棄体受入数量の設定

総廃棄体数量の設定

建設計画、操業計画、閉鎖後管理年数等の設定

総廃棄体数量の設定

建設計画、操業計画、閉鎖後管理年数等の設定

建設費 操業費 人件費

一般管理費

•施設建設費
•用地購入費
•公租公課（不動産取得税・都市計画税）

•施設操業費
•閉鎖後管理費
•公租公課（固定資産税）

•原子力機構職員人件費

•本部等管理経費

組織体制の検討

•環境調査費等設定

•公租公課（廃棄物税）

•操業管理費

•地元理解促進費設定

総 事 業 費 用総 事 業 費 用

施設・設備の検討施設・設備の検討

年間廃棄体受入数量の設定年間廃棄体受入数量の設定

◆ 総事業費用は、物価変動、事業実績等を反映するため、定期的に見直しを行う。
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埋設処分業務勘定による区分経理の考え方

②
繰
り
入
れ

②
繰
り
入
れ

(

Ｊ
Ａ
Ｅ
Ａ)

一
般
勘
定

(JAEA)

①運営費交付金の交付

A 処分業務委託

B 処分費用の支払い

③支出（建設費、操業費、人件費
を含む自らの廃棄物の処分）

C 支出（他者分の廃棄物の処分）

支出予算

(

Ｊ
Ａ
Ｅ
Ａ)

電
源
勘
定

繰入金

（建設・操業費等）

繰入金
（人件費）

繰入金

（建設・操業費等）

繰入金
（人件費）

民
間
等

埋設処分業務勘定

A 処分業務委託契約

積立金
（利益処分等の
特例規定により
繰越）
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●受託処分料金の算定

◆ 処分方法ごとの廃棄体1体を埋設処分するために必要な額（処分単価）を算定
◆ 処分単価を各発生者ごとの受託処分料金の支払い時期に応じて補正し、受託単価を算定
◆ 受託単価に委託を受ける廃棄体量を乗じることにより各発生者ごとの受託処分料金を算定

受託単価

処分方法ごとの事業費用 処分方法ごとの廃棄体量
処分単価

(廃棄体1体を埋設処分
するために必要な額)

÷ ＝

受託処分料金の基本的考え方

各発生者ごとの受託処分料金
の支払い時期に応じて補正

各発生者ごとの
委託を受ける廃棄体量受託単価 × 受託処分料金

◆ 処分単価の見直し
総事業費用の見直しにあわせ、処分単価を見直し
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